
１　問題用紙及び解答用紙は、係官の指示があるまで開けてはいけません。

２　これは、問題用紙です。解答は、解答用紙に書いてください。

３　問題用紙は表紙を含めて36ページ（35ページから36ページまでの白紙は計算用紙です。）、

解答用紙は表紙を含めて13ページです。

４　解答は、解答用紙の所定の問題番号の欄に、黒若しくは青のボールペン又は万年筆で丁寧に書いてください。

　　解答用紙の所定の問題番号の欄以外に書かれた解答や、鉛筆等で書かれた解答は無効となります。

５　問題用紙は、ページを切り離しても構いません。

６　答案の下書きは、計算用紙又は問題用紙の余白部分を利用してください。

７　問題用紙は、本科目終了後、持ち帰っても構いません。
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  令和８年不動産鑑定士試験論文式試験

不動産の鑑定評価に関する理論（演習問題）

満点 100点
時間 2時間（13時 30分～15時 30分）{ }

〔注意事項〕
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問題（100 点） 
 

別紙１〔指示事項〕及び別紙２〔資料等〕に基づき、不動産の鑑定評価に関する次の設問に答えな

さい。 

 

問１ 本件鑑定評価に関する次の問に答えなさい。 

(1)  不動産鑑定評価基準には、「借地権取引の態様」として以下の６項目が列挙されている。以

下の空欄４か所に入る文言を解答しなさい（順不同）。また、解答した「借地権取引の態様」に

関し、本件鑑定評価における状況を説明している項目を本件鑑定評価の資料（別紙２〔資料等〕

「Ⅵ.近隣地域の状況２.借地権固有の地域要因(2)借地権取引の態様」）の①から⑤のうち、１

つ選択し、該当項目の番号を答えなさい。 

ア                 空欄 

イ  借地権の取引が一般に借地権設定者以外の者を対象として行われる地域であるか否か。 

ウ                 空欄 

エ  借地権に対する権利意識について借地権者側が強い地域であるか否か。 

オ                 空欄 

カ                 空欄 

 

(2)  不動産鑑定評価基準には、「借地権の態様」として以下の 10 項目が列挙されている。以下

の空欄４か所に入る文言を解答しなさい（順不同）。また、解答した「借地権の態様」に関し、

本件鑑定評価の資料（別紙２〔資料等〕「Ⅶ.個別分析」）及び（別紙２〔資料等〕「（資料 12）

土地賃貸借契約の内容」）を参照し、本件鑑定評価における借地権の態様を記述しなさい。 

  ア  創設されたものか継承されたものか。 

イ                 空欄 

ウ  転借か否か。 

エ                 空欄 

オ  主として居住用建物のためのものか、主として営業用建物のためのものか。 

カ                 空欄 

キ  特約条項の有無 

ク  契約は書面か口頭か。 

ケ                 空欄 

コ  定期借地権等（借地借家法第二章第四節に規定する定期借地権等） 

 

問２ 原価法に関する次の問に答えなさい。 

(1) 対象不動産の再調達原価を求めなさい。 

(2) 対象不動産の減価修正額を求めなさい。 

(3) 原価法による積算価格を試算しなさい。 
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問３ 収益還元法に関する次の問に答えなさい。 

(1) 対象不動産の運営収益を求めなさい。 

(2) 対象不動産の運営費用を求めなさい。 

(3) 収益還元法による収益価格を試算しなさい。 

 

問４ 問２、問３で求めた試算価格をもとに、対象不動産の鑑定評価額を決定しなさい。なお、鑑定

評価額の決定に当たっては、各試算価格が有する説得力に係る判断について、簡潔に説明しなさ

い。その際、各試算価格の再吟味についての説明は不要である。また、各試算価格が有する説得力

に係る判断のうち、各手法の適用において採用した資料の特性及び限界からくる相対的信頼性に

ついての説明も不要である。 
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別紙１〔指示事項〕 
 

Ⅰ．共通事項 

１．鑑定評価の各手法の適用の過程で求める数値は、以下の(1)から(3)までを除き、上位４桁目を

四捨五入した上で上位３桁を有効数字として取り扱うこと。 

（例）1,234,567 円 → 1,230,000 円 

(1) 小数点以下第１位を四捨五入し、整数で求めるもの 

① 取引事例、建物賃貸事例及び建設事例の単価 

② 取引事例又は標準地の個別的要因の標準化補正率の査定において２以上の要因がある

場合における、相乗積による標準化補正率 

③ 積算法における必要諸経費等 

④ 土地賃貸借契約に基づく実際実質賃料（年額） 

⑤ 対象不動産の再調達原価合計額 

⑥ 建物の減価修正額及びその合計額 

⑦ 付帯費用の減価修正額 

⑧ 対象不動産の減価修正額 

⑨ 建物賃貸事例から比準した月額実質賃料の単価 

⑩ 階層別効用比、位置別効用比 

⑪ 収益還元法における各収益費用項目での計上額（以下の(3)に該当するものを除く） 

⑫ 収益還元法における運営純収益、一時金の運用益、資本的支出及び純収益 

(2) 建物の再調達原価の構成割合 

小数点第３位を四捨五入して求めること。 

(3) 公租公課 

① 課税標準額：千円未満を切り捨てること。 

② 税額：百円未満を切り捨てること。 

２．消費税及び地方消費税については、各手法の適用過程では考慮せず、各種計算に当たっては、

各資料の数値を前提とすること。 

３．対象建物及び土地賃貸借契約の経過年数を算定する場合における端数（１年未満）のうち、１

か月以上経過したものは、経過期間を１年に切り上げること。 

４．鑑定評価の各手法の適用過程で求める数値について、解答に計算を要する場合は、別に指示が

ある場合を除き、計算式等の計算根拠を示して解答すること。 

５．対象不動産又は取引事例、建物賃貸事例若しくは建設事例とされている不動産は、土壌汚染、

埋蔵文化財及び地下埋設物に関して価格形成に影響を与えるものは何ら存しないことが判明し

ていることを前提とし、また、建物に関しては、有害物質の使用又は保管がないことが確認され

ていることを前提として鑑定評価を行うこと。 

６．本件鑑定評価においては、土地建物一体としての取引事例比較法は適用しないこと。 

７．取引事例、建物賃貸事例のうち取壊しを前提としない複合不動産の事例は、敷地が最有効使用

の状態にあることを前提として鑑定評価を行うこと。 

８．対象不動産の数量について、対象地の数量は、別紙２〔資料等〕「（資料 12）土地賃貸借契約の
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内容」に記載の数量によること。対象建物の数量は、別紙２〔資料等〕「Ⅱ．対象不動産」に記載

の「建物登記簿〔全部事項証明書〕記載数量」によること。対象建物内に係る賃貸可能部分の数

量は、別紙２〔資料等〕「（資料 11）建物賃貸借状況一覧（令和８（2026）年７月分）」に記載の

賃貸面積によること。 

９．対象不動産に関する賃貸借契約及び建物賃貸事例に係る預り金的性格を有する一時金の運用益

と、賃料の前払的性格を有する一時金の運用益及び償却額を求める場合には、別紙２〔資料等〕

「（資料７）各種利回り等」に記載の数値を用いること。その際、賃料の前払的性格を有する一時

金の運用益及び償却額については償却期間を４年、年利率を 1.0％として求めること。 

10. 対象建物及び建物賃貸事例における賃借人の平均賃貸借期間を住宅部分は４年、店舗部分は 10

年とする。 

Ⅱ．問２について 

原価法の適用に当たっては、まず、更地価格を求めた上で借地権価格を求め、これに建物及び付

帯費用の再調達原価を加算する。次に、対象不動産の減価修正額を求めて再調達原価から控除し、

建物及びその敷地一体としての市場性に影響する要因に起因する増減価を検討のうえ、積算価格を

求めること。 

Ⅲ．問２-(1)について 

１．土地 

(1) 更地価格を求める場合の留意事項 

① 取引事例は、別紙２〔資料等〕「（資料３）標準地・取引事例の概要」に記載の取引事例の

中から、適切と判断される事例を３つ選択すること。 

② 選択しなかった取引事例については、その理由を具体的に説明すること。 

③ 取引事例に係る土地価格の単価を求める計算根拠を記載すること。なお、建物及びその

敷地の取引事例を選択する場合は、配分法等により、取引事例に係る土地価格の単価（更

地としての価格）を査定した上で比準すること。 

④ 取引事例から比準した価格を求める場合の計算式及び略号は、次のとおりとする。 
 

取引事例の 

土地価格 

 

更地として 

の価格 

 

（単価） 

× 事 × 時 × 標 × 地 × 個 × 面 ＝ 
取引事例から 

比準した価格 

 
各項の略号の意味  

事：事情補正 地：地域要因の比較 

時：時点修正 個：対象地の個別的要因の格差修正 

標：取引事例の個別的要因の標準化補正 面：対象地の面積 

 

⑤ 取引事例から比準した価格及び公示価格を規準とした価格を求める際に用いる数値は、

別紙２〔資料等〕「（資料２）近隣地域・類似地域の概要」及び別紙２〔資料等〕「（資料３）

標準地・取引事例の概要」の記載事項から算出すること。 

⑥ 時点修正に当たっては、別紙２〔資料等〕「（資料３）標準地・取引事例の概要」に記載の
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価格時点の地価指数を用いること。 

⑦ 対象地の個別的要因は、別紙２〔資料等〕「Ⅶ．個別分析１．土地(3)標準的画地と比較し

た増減価要因」の記載事項から算出すること。 

⑧ 対象地の更地価格の査定に当たっては、公示価格を規準とした価格との均衡に留意する

こと。公示価格を規準とした価格を求める場合の計算式及び略号は、次のとおりとする。 
 

公示価格 × 時 × 標 × 地 × 個 × 面 ＝ 

公示価格を 

規準とした 

価格 

 
各項の略号の意味  

時：時点修正 個：対象地の個別的要因の格差修正 

標：標準地の個別的要因の標準化補正 面：対象地の面積 

地：地域要因の比較  

 

⑨ 取引事例又は標準地の個別的要因の標準化補正率の査定において２以上の要因がある場

合には、相乗積をもって査定し、その計算根拠を記載すること。 

（例）取引事例Ｙの個別的要因：二方路地（＋２％）・不整形地（－５％） 

取引事例Ｙの個別的要因の標準化補正率 

＝（100％＋２％）×（100％－５％）≒ 97％ 

(2) 借地権価格を求める場合の留意事項 

別紙２〔資料等〕「（資料 12）土地賃貸借契約の内容」のとおり、土地賃貸借契約の更新に際

して更新料の授受が必要となる。よって、借地権価格を求めるに当たっては、将来発生する更

新料の現在価値相当額を控除する前の借地権価格（以下「更新料控除前借地権価格」という。）

を求め、当該価格から将来発生する更新料の現在価値相当額を控除すること。 

① 更新料控除前借地権価格は、第三者間取引における正常価格を用いるものとし、以下の

２手法を適用して求めること。 

ａ．借地権の設定契約に基づく賃料差額のうち、取引の対象となっている部分を還元し

て価格を求める方法（以下「賃料差額還元法」という。） 

ｂ．地域の借地権割合により求める方法（以下「借地権割合法」という。） 

② 賃料差額還元法を適用する場合の留意事項 

ａ．賃料差額は、対象地の経済価値に即応した適正な実質賃料（年額）から、実際実質賃

料（年額）を控除して求めること。ただし、実際実質賃料（年額）を求めるに当たって

考慮すべき一時金は、預り金的性格を有するものに限る。 

ｂ．対象地の経済価値に即応した適正な実質賃料（年額）は、積算法により求めること。 

ｃ．積算法における基礎価格は、上記(1)で求めた更地価格について、契約減価の有無を

考慮して査定すること。 

ｄ．積算法における必要諸経費等は土地の公租公課のみを計上すること。公租公課は、

別紙２〔資料等〕「（資料９）対象不動産に関連する費用等」により、計算根拠を示して

査定すること。 

ｅ．本件の地代水準は、近隣地域及びその周辺地域において契約の時期等が類似する継
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続地代水準の概ね中庸にあり、賃料差額は特に過大と認められず、そのすべてが慣行

として取引の対象となっているものとして査定すること。 

③ 借地権割合法を適用する場合の留意事項 

借地権割合法は、上記(1)で求めた更地価格に、対象地に適用する借地権割合を乗じて求

めること。 

④ 賃料差額還元法と借地権割合法の価格査定のプロセス及び価格の特性を踏まえ、求めら

れた価格の調整過程を記載のうえ、更新料控除前借地権価格を査定すること。 

⑤ 将来発生する更新料の現在価値相当額を求める場合の留意事項 

ａ．将来発生する更新料は、建物の経済的残存耐用年数等を考慮し、現行賃貸借期間（平

成 29（2017）年４月１日から 30 年間）の満了に際して見込まれる更新時に授受される

更新料のみとし、2047 年３月 31 日に支払われるものとする。 

ｂ．将来発生する更新料は、上記(1)で求めた更地価格を用いて、別紙２〔資料等〕「（資

料 12）土地賃貸借契約の内容」から判断して査定すること。また、現行賃貸借期間の

満了時点における更地価格は、価格時点の更地価格と同額とすること。 

ｃ．現行賃貸借期間満了までの期間は「現行賃貸借期間－経過年数」により求めること。 

ｄ．将来発生する更新料の現在価値相当額を求める際は、別紙２〔資料等〕「（資料７）

各種利回り等」に記載の数値を用いること。なお、年利率は 1.0％とする。 

２．建物 

対象建物の再調達原価は、直接法及び間接法を併用して求めること。なお、両手法の特徴を説

明のうえ、調整を行って、再調達原価を査定すること。 

(1) 直接法は、別紙２〔資料等〕「（資料５）建築工事費」に記載の内容に基づき、対象建物の再

調達原価を求めること。なお、査定に用いる事情補正及び時点修正の略号は、間接法と同じと

する。 

(2) 間接法は、別紙２〔資料等〕「（資料６）建設事例の概要」に記載の事例区分（ⅰ）から比準

して求めること。対象建物の再調達原価を間接法により求める場合の略号は、次のとおりとす

る。時点修正は別紙２〔資料等〕「（資料６）建設事例の概要」に記載の価格時点の建築費指数

を用いること。 
 

建設事例の 

建築工事費 

（単価） 

× 事 × 時 × 個 × 面 ＝ 

間接法 

により求めた 

再調達原価 

 
各項の略号の意味  

事：事情補正 個：個別的要因の比較による格差修正 

時：時点修正 面：対象建物の延床面積 

 

３．付帯費用の再調達原価は、対象建物に直接帰属する付帯費用（設計監理料等）及び土地（借地

権）との関係で発生し、土地建物一体として把握される付帯費用（資金調達費用や開発リスク相

当額等）として、上記１.(1)で求めた更地価格の 30％と上記２.で求めた対象建物の再調達原価

の 15％の合計額を計上すること。なお、土地に直接帰属する付帯費用は、土地価格に比して些少

であり、本件では考慮しないものとする。 
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Ⅳ．問２-(2)について 

１．土地（借地権）に係る減価はない。 

２．建物 

(1) 対象建物の減価修正額は、耐用年数に基づく方法（定額法、残価率０％）と観察減価法を併

用して求めること。 

(2) 対象建物の躯体部分、仕上げ部分、設備部分の構成割合は、別紙２〔資料等〕「（資料５）建

築工事費」に記載の、竣工時における建築工事費の内訳に基づき求めること。その際、建築工

事費の内訳に記載の「その他の工事費」を除いた上で、「躯体部分の工事費」、「仕上げ部分の工

事費」、「設備部分の工事費」の割合を算定し、当該割合を価格時点における再調達原価の各構

成部分の割合とすること。 

(3) 対象建物の経済的残存耐用年数は、躯体部分は 40 年、仕上げ部分は 20 年、設備部分は５年

とすること。 

３．付帯費用は、対象建物が維持される期間において配分される費用であるものとして、対象建物

の躯体部分と同様の耐用年数に基づく方法により減価修正額を求めること。 

 

Ⅴ．問２-(3)について 

対象不動産の現状の利用方法及び別紙２〔資料等〕「Ⅶ．個別分析６．最有効使用の判定」の記載

事項を踏まえて、土地建物一体としての市場性を反映した原価法による積算価格を求めること。 

 

Ⅵ．問３について 

収益還元法は直接還元法を適用すること。収益価格は、将来発生する更新料の現在価値相当額を

控除する前の収益価格（以下「更新料控除前収益価格」という。）から、将来発生する更新料の現在

価値相当額を控除して求めること。直接還元法の適用に当たっては、運営収益から運営費用を控除

した運営純収益に一時金の運用益及び資本的支出を加減して求めた純収益を還元利回りで還元す

ることにより、更新料控除前収益価格を求めること。なお、収益費用項目は不動産鑑定評価基準各

論第３章におけるＤＣＦ法の収益費用項目を採用すること。また、収益費用項目について「別紙１

〔指示事項〕」及び「別紙２〔資料等〕」に記載のない運営収益、運営費用、一時金の運用益及び資

本的支出は発生していないものとする。 

 

Ⅶ．問３-(1)について 

不動産鑑定評価基準に定める運営収益の項目は、貸室賃料収入、共益費収入、水道光熱費収入、

駐車場収入、その他収入、空室等損失及び貸倒れ損失である。査定に当たっては、以下の事項に留

意しつつ、運用収益を求めること。 

１．貸室賃料収入 

貸室のうち、価格時点において稼働している部分は、現行の賃貸条件（別紙２〔資料等〕「（資

料 11）建物賃貸借状況一覧（令和８（2026）年７月分）」参照）に基づき、貸室賃料収入を計上

すること。ただし、賃料の改定が予定されている住戸は改定後の賃料を計上し、空室住戸及び解

約予告がある住戸（以下「空室部分等」という。）は、以下の指示に従って求めた月額支払賃料に

基づき、貸室賃料収入を計上すること。 
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(1) まず、対象建物内の 302 号室を標準住戸として、賃貸事例比較法を適用して当該標準住戸の

月額実質賃料（単価）を求めること。 

(2) 賃貸事例比較法を適用するに当たっては、以下の指示に従うこと。 

① 別紙２〔資料等〕「（資料４）建物賃貸事例の概要等」の建物賃貸事例のうち、適切と判断

される事例２つを選択し、当該建物賃貸事例から比準して賃貸事例比較法による賃料を求

めること。その際、建物賃貸事例の月額実質賃料（単価）の計算根拠を併せて記載するこ

と。なお、当該建物賃貸事例の選択に際し、採否の理由を記載する必要はない。 

② 建物賃貸事例から比準した賃料を求める際に用いる数値は、別紙２〔資料等〕「（資料４）

建物賃貸事例の概要等」の記載事項から算出すること。 

③ 時点修正に当たっては、別紙２〔資料等〕「（資料４）建物賃貸事例の概要等」に記載の価

格時点の賃料指数を用いること。 

④ 建物賃貸事例から比準した実質賃料を求める場合の計算式及び略号は、次のとおりとす

る。 
 

建物賃貸事例の 

月額実質賃料 

（単価） 

× 事 × 時 × 標 × 建 × 地 × 階 × 位 × 個 × 面 ＝ 

建物賃貸事例

から比準した 

実質賃料 

 
各項の略号の意味  

事：事情補正 階：階層による格差修正 

時：時点修正 位：位置による格差修正 

標：建物賃貸事例の標準化補正 個：標準住戸の個別的要因の格差修正 

建：一棟の建物品等格差修正 面：標準住戸の賃貸面積 

地：地域要因の比較  

 

(3) 標準住戸である 302 号室を基準として、別紙２〔資料等〕「（資料 10）対象建物内の配置状況

及び竣工時の住宅部分の月額支払賃料」に示した竣工時の住宅部分の月額支払賃料比に基づき、

対象建物の階層別効用比、位置別効用比を求めること。なお、対象建物は価格時点現在において、

竣工時と同様の階層別効用比、位置別効用比であり、位置別効用比は各階とも同じである。 

(4) 求めた階層別効用比、位置別効用比を用いて、空室部分等の月額実質賃料（総額）を査定し

た後、月額支払賃料（総額）を求めること。月額支払賃料（総額）を求める際に考慮する一時

金月数は、別紙２〔資料等〕「（資料 13）建物賃貸借契約書（各住戸共通）」に定める敷金及び

礼金の内容に基づくこと。 

２．共益費収入 

共益費には、実質的に賃料に相当する部分は含まれていない。価格時点において稼働している

部分は、現行の賃貸条件（別紙２〔資料等〕「（資料 11）建物賃貸借状況一覧（令和８（2026）年

７月分）」参照）に基づき、共益費収入を計上すること。空室部分等は１戸当たり月額 5,500 円

を計上すること。 

３．水道光熱費収入 

貸室部分の水道光熱費は賃借人が電力会社等と直接契約しており、賃貸人は徴収していない。

共用部分の水道光熱費は、一部を共益費に含めて賃借人から徴収しているが、それを超える部分

は賃貸人が負担している。 
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４．その他収入 

(1) 礼金収入は、上記１．で求めた貸室賃料収入（月額）に対して、別紙２〔資料等〕「（資料

13）建物賃貸借契約書（各住戸共通）」及び別紙２〔資料等〕「（資料 14）建物賃貸借契約の

概要（店舗）」に定める礼金の内容に基づき、授受するものとして計上すること。なお、礼金

収入は、価格時点以降に締結する新規契約分より発生するものとし、次の計算式により平準化

した金額を計上すること。 

礼金収入＝礼金（全貸室合計）÷平均賃貸借期間 

(2) 携帯電話事業会社から基地局設置料として毎月 20,000 円、電気使用料として半年ごとに

18,000 円が建物所有者に支払われている。これらの年額を計上すること。 

(3) 駐輪場使用料は１台当たり月額 400 円である。過去の使用状況から稼働率を 60％として計

上すること。 

５．空室等損失 

住宅部分及び店舗部分の貸室賃料収入及び共益費収入に係る空室等損失について、直近３年間

の平均的な稼働率を踏まえて計上すること。 

その他収入は、中長期的な見込額をもとに収入金額を査定しており、空室等損失は計上不要で

ある。 

６．貸倒れ損失 

敷金により担保されているため、計上不要である。 

 

Ⅷ．問３-(2)について 

不動産鑑定評価基準に定める運営費用の項目は、維持管理費、水道光熱費、修繕費、プロパティ

マネジメントフィー、テナント募集費用等、公租公課、損害保険料及びその他費用である。このこ

とを踏まえて、対象不動産の運営費用を求めること。 

 

Ⅸ．問３-(3)について 

１．一時金の運用益 

空室部分等は上記Ⅶ.１．で求めた空室部分等の月額支払賃料を踏まえ、別紙２〔資料等〕「（資

料 13）建物賃貸借契約書（各住戸共通）」に定める敷金の内容に基づき、その他の部分は別紙２

〔資料等〕「（資料 11）建物賃貸借状況一覧（令和８（2026）年７月分）」に記載の敷金に基づき、

稼働率を考慮して求めること。 

２．資本的支出 

次の計算式により求めること。 

資本的支出＝対象建物の再調達原価×0.42％（年額） 
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別紙２〔資料等〕 
 

Ⅰ．依頼内容 

対象不動産は、「Ｘ駅」から北東方約 400ｍ（道路距離）に位置する、借地権付建物（賃貸用店舗・

共同住宅、通称「αコート」）である。被相続人Ｐ（個人）から対象不動産を相続したＰの子である

Ｑ（個人）は、対象不動産を第三者に売却する場合の参考として、不動産鑑定士に鑑定評価を依頼

したものである。 

 

Ⅱ．対象不動産 

１．土地 

所在及び地番 Ａ県Ｂ市Ｃ町１番２ 

地 目 宅地 

地 積 165.00 ㎡（契約数量、登記簿記載数量と同じ） 

所 有 者 借地権設定者 宗教法人Ｒ寺 

借 地 権 者 Ｑ 

２．建物 

所 在 Ａ県Ｂ市Ｃ町１番地２ 

構 造 ・ 用 途 鉄筋コンクリート造陸屋根５階建 店舗・共同住宅 

建 築 年 月 日 平成 29（2017）年４月 19 日 

床 面 積 建物登記簿〔全部事項証明書〕記載数量 

 １階    115.00 ㎡ 

２階    115.00 ㎡ 

３階    115.00 ㎡ 

４階    115.00 ㎡ 

５階    115.00 ㎡ 

合計    575.00 ㎡ 

所 有 者 Ｑ 

 

Ⅲ．鑑定評価の基本的事項 

１．種別及び類型 

   種別：住商混在地 

類型：借地権付建物（貸家） 

２．鑑定評価の条件 

(1) 対象確定条件 

現実の状態を所与とする鑑定評価 

(2) 地域要因又は個別的要因についての想定上の条件 

ない 

(3) 調査範囲等条件 

ない 
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３．価格時点 

令和８（2026）年８月１日 

４．依頼目的 

売買の参考 

５．鑑定評価によって求める価格の種類 

正常価格 

 

Ⅳ．対象不動産が所在するＢ市の概況 

１．位置等 

(1) 位置及び面積 Ａ県の南東部に位置し、面積は約 50 ㎢である。 

(2) 沿革等 Ｂ市は、都心まで約 10km の圏域に位置する。明治時代以降、市の南部

に大手企業の工場等が集積し、工場勤労者や都心への通勤・通学の

ための住宅地域が市の中南部から東部にかけて形成されてきた。近年

では、大規模工場跡地での再開発により、大型商業施設や中高層マン

ションが建設され、生活利便性が良好な住宅地域としての整備が進み、

かつての工業地域から都心部に近い利便性の良好な住宅地域に移

行し、周辺市からの人口流入が継続している。 

２．人口等 

(1) 人口 現在約 46 万人であり、近年は微増傾向が続いている。 

(2) 世帯数 約 22 万世帯 

３．交通施設及び道路整備の状態 

(1) 鉄道 ＪＲ〇〇線が市のほぼ中央部を東西に、私鉄〇〇線が市の北部を東西

に横断している。 

(2) バス 「Ｘ駅」を中心とする市営・民間バス路線網のほか、市内各地域をコ

ミュニティバスが結んでおり、鉄道網を補完している。 

(3) 道路 国道が東西方向に市内中央部を貫通し、市道が縦横に敷設されている。 

４．供給処理施設の状態 

(1) 上水道 普及率 ほぼ 100％ 

(2) 下水道 普及率 ほぼ 100％ 

(3) 都市ガス 普及率 約 90％ 

５．土地利用の状況 

(1) 商業施設 Ｂ市の中心商業地は「Ｘ駅」の北側に所在する。当駅前には、大規模

小売店舗や高層事務所ビル、高層店舗付事務所ビル、中高層店舗ビル、

ホテル等が建ち並び、市内における中心商業核が形成されている。

駅北東側に位置するＲ寺参道沿いや周辺には古くからの小規模な

低層店舗や店舗併用住宅が多い。 

(2) 住宅 「Ｘ駅」の徒歩圏内においては、中高層の分譲マンション・賃貸共同

住宅が建ち並んでいる。Ｒ寺周辺は店舗併用住宅が多く、その周辺で 
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は中低層の賃貸用店舗付共同住宅や共同住宅がみられる。郊外の駅周辺や

バス通勤圏内は戸建住宅や賃貸アパート等が多い。 

 

Ⅴ．対象不動産に係る市場の特性 

１．同一需給圏の判定 

対象不動産と代替・競争関係が成立する類似不動産の存する同一需給圏は、対象不動産の最寄

り駅である「Ｘ駅」から徒歩圏（「Ｘ駅」からの道路距離 800ｍ程度まで）に所在する住商混在地

域と判定した。 

２．同一需給圏内における市場参加者の属性及び行動 

(1) 土地（所有権） 

同一需給圏内の売買市場における主な市場参加者は、需要者としては、賃貸共同住宅（店舗

付を含む）を建築し、賃貸事業を運営する不動産会社等であり、売買に際し、収益性・投資採

算性に影響を及ぼす行政的条件、交通・接近条件（最寄り駅や生活利便施設との位置関係等）、

画地条件（敷地の形状・規模・接道状況等）を重視する傾向にある。供給者としては、高経年

の事務所ビルや駐車場等を所有する地場の不動産会社や地元企業等である。 

(2) 土地（借地権） 

借地権は建物の取引に随伴して取引対象となることが一般的であり、単独で取引の対象と

なることは少ない。借地権売買における需要者は、既存の借地権を取得し、当該土地上の建物

を賃貸用又は自用として利用する者であり、完全所有権の土地を取得する場合に比して初期

取得費用を抑制し得る点に着目し、同一又は類似の立地条件において相対的に低廉な負担で

土地利用を図ろうとする需要が認められる。主な需要者は賃貸事業を運営する不動産会社等

であり、上記(1)に加えて、土地賃貸借契約の内容を重視する傾向にある。供給者は、既に借

地権を有する者であり、相続や資産の処分等を契機として当該借地権を譲渡する者である。 

(3) 建物及びその敷地 

同一需給圏内の売買市場における主な市場参加者は、賃貸事業を運営する不動産会社等や

収益物件として賃料収入の獲得を目論む法人や個人投資家が中心である。当該市場参加者は、

主に収益性を重視する傾向にある。 

(4) 建物賃貸借市場 

建物賃貸借市場における主な市場参加者は、貸手としては賃貸事業を運営する不動産会社

等である。借手としては、居住用不動産は、都心部に通勤する単身者やＤＩＮＫｓ等の少人数

世帯が中心であり、賃貸借に際し、最寄り駅への接近性や生活利便性を重視する傾向にある。

事業用不動産（店舗）は、旧来は地縁的選好性を有する地場の中小法人等が中心であったが、

近年では首都圏を中心に店舗を展開する大手企業のフランチャイズ店や直営店の出店も増加

している。賃貸借に際し、最寄り駅からの動線や類似業種との位置関係、背後人口の状況等を

重視する傾向がある。 

３．同一需給圏内における市場動向 

(1) 取引市場の動向 

① 土地（所有権） 

駅徒歩圏内では、店舗、事務所、共同住宅、ホテル等多様な用途での利用の競合により、
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需要は強含みで推移している。特に、分譲マンションやホテルの建設が可能な規模を有す

る土地は、その稀少性から入札等により複数の需要者が見込まれ、高値取引が散見される

状況にある。 

同一需給圏における地価は令和４（2022）年以降上昇傾向で推移しており、都心部への

アクセスが良好であることを背景として、通勤・商業利用の需要が堅調であり、今後もし

ばらくは同様に推移すると見込まれる。 

② 土地（借地権） 

借地権の取引市場は、完全所有権市場と比較して流通量が限定的であり、個別性の強い

市場であり、借地権単独での取引の市場動向は把握しがたい。また、建物の取引に随伴し

て取引される借地権は、廃止前の借地法に基づく借地権（以下「旧法借地権」という。）又

は定期借地権が多い。 

③ 建物及びその敷地 

賃貸共同住宅（店舗付を含む）の供給については、既稼働物件の供給が少なく、また、開

発素地の価格や建築費の高騰により、新規開発のスケジュールの遅延や事業自体の中止な

どの動きもみられるため、供給が限定的となっている。一方、まとまった規模の物件につ

いてはＲＥＩＴや私募ファンド等、小規模なものは不動産会社や法人・個人投資家等によ

る需要が強含みである。取引価格には上昇圧力が認められるものの、金融環境の動向や投

資家のリスク認識の変化等を背景として、期待利回りの低下余地は限定的となっており、

結果として期待利回りは概ね横ばいで推移している。 

(2) 土地賃貸借市場の動向 

遊休地の暫定的な利活用を目的とする等、供給者側の事情等を背景として、定期借地権設定

による土地賃貸借が多い。 

店舗付共同住宅として利用されている土地の新規地代水準は、地価の上昇に連動して上昇基

調にある。 

(3) 建物賃貸借市場の動向 

新築・既存物件とも優良な物件とそれ以外の物件との間で、需要者の選好による二極化が進ん

でいる。築浅物件は供給が少なく、需要が供給を上回り、家賃水準は上昇傾向にある。しかし

ながら、築年が経過して設備が老朽化し、管理が劣る物件は、家賃水準の改善が難しく、空室

期間も長期化する傾向にある。 

家賃水準は、コロナ禍を経て、近年は店舗・住宅とも上昇傾向にある。賃貸共同住宅に対す

る需要の高まりも相まって、契約更新時に賃料を増額改定する事例も散見される。新規契約締

結時及び契約更新時のいずれについても、今後しばらくは上昇傾向が継続すると見込まれる。 

(4) 居住目的の建物賃貸借における契約慣行等 

① 契約形態は、普通建物賃貸借契約であることが多い。 

② 契約期間は、２年程度が多い。 

③ 一時金は、預り金的性格を有する敷金と、賃料の前払的性格を有する礼金を授受するこ

とが多い。敷金は月額支払賃料の１～２か月分程度である。礼金は月額支払賃料の１か月

分程度が中心であるが、授受しない場合もみられる。なお、賃貸借契約の更新時に一時金

を授受する慣行はない。 
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④ 階段や廊下等の共用部分の維持管理に必要な費用（共益費）は、その実費相当額程度を

目途として、支払賃料とは別途に約定されることが多い。 

⑤ 特約事項として、居住に当たり禁止される行為（重量の大きな物品の搬入、近隣への迷

惑行為等）を掲げることが多い。 

(5) 店舗目的の建物賃貸借における契約慣行等 

① 契約形態は、普通建物賃貸借契約・定期建物賃貸借契約のいずれもみられる。 

② 契約期間は、普通建物賃貸借契約は２～３年程度、定期建物賃貸借契約は３～10 年程度

が多い。 

③ 一時金は、預り金的性格を有する敷金・保証金として、月額支払賃料の６～12 か月分程

度を授受することが多い。賃料の前払的性格を有する礼金は授受しない場合が標準的であ

るが、１～２か月分程度を授受することもある。なお、賃貸借契約の更新時に一時金を授

受する慣行はない。 

④ 階段や廊下等の共用部分の維持管理に必要な費用（共益費）は、その実費相当額程度を

目途として、月額支払賃料とは別途に約定されることが多い。 

⑤ 特約事項として、内装工事や造作に関する取扱い、原状回復の範囲、用途変更・転貸時の

賃貸人の承諾等を掲げることが多い。 

 

Ⅵ．近隣地域の状況 

１．土地価格の地域要因 

別紙２〔資料等〕「（資料２）近隣地域・類似地域の概要」のとおりである。 

２．借地権固有の地域要因 

(1) 借地権取引の慣行の有無とその成熟の程度 

① 借地権取引の慣行は存するものと認められる。ただし、借地権が単独で取引の対象とな

ることは少なく、通常は建物の取引に随伴して取引される。 

② 借地権は賃借権であることが一般的であり、既存の借地権に係る土地所有者は、大地

主、宗教法人（寺社仏閣）、地場の法人であることが多い。旧来からの商業地では、建物

の老朽化や相続の発生を契機とした売買や建替えが行われることが多く、借地権についての

権利意識は借地権設定者・借地人ともに強い。 

③ 地代水準は、借地の開始時期によってその水準が異なり、また、税務上の事情等から高

額な地代を授受するケースも多いため、低廉な地代から比較的高額な地代まで幅広く見受

けられる。このため、借地契約全体を包括する形での地代水準は形成されておらず、借地

契約の時期・背景等が類似するグループごとに一定の地代水準が観察されるに留まる。 

④ 地元精通者の意見によると、借地権を当該借地権に係る土地所有者以外の第三者へ売却

する場合、地域の慣行的な借地権割合は、堅固建物所有目的で更地価格の 60～70％程度で

ある。 

(2) 借地権取引の態様 

① 借地権は新規で設定されることはほとんどみられず、相続又は売買により承継されるこ

とが多い。 

② 借地権の利用形態は、堅固建物所有・非堅固建物所有ともに多い。 
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③ 契約は書面によるものが多いが、古くからの借地権の場合は書面化されておらず、相続

等による承継時に書面化される場合がみられる。 

④ 更新料・建替え承諾料・条件変更承諾料等の一時金の授受はほぼ慣行化しており、借地

権の譲渡時の名義書替料は一般に売主が負担する地域である。 

⑤ 賃借権が登記される場合は少なく、建物所有権登記による対抗要件が具備されている場

合が多い。 

 

Ⅶ．個別分析 

１．土地 

(1) 近隣地域における位置 

近隣地域のほぼ中央部に位置する。 

(2) 土地の状況 

① 街路条件 西側：幅員約６ｍの舗装市道（建築基準法第 42 条第１項第１号道路）

南側：幅員約４ｍの舗装市道（建築基準法第 42 条第１項第１号道路） 

② 交通・接近条件 近隣地域の標準的画地とほぼ同じである。 

③ 環境条件 近隣地域の標準的画地と同じである。 

④ 行政的条件 近隣地域の標準的画地と同じである。 

⑤ 画地条件 間口約 11ｍ・奥行約 15ｍ・規模 165.00 ㎡の長方形地、角地である。 

(3) 標準的画地と比較した増減価要因 

① 増価要因 角地（＋３％） 

② 減価要因 なし 

(4) 土地の最有効使用 

中層店舗付共同住宅地と判定した。 

２．借地権 

対象地には借地権の登記（賃借権・地上権）はないが、対象建物は所有権保存登記がされてい

る。 

(1) 将来における賃料改定の実現性とその程度 

現行賃料は別紙２〔資料等〕「（資料 12）土地賃貸借契約の内容」のとおりである。当該賃料

は近隣地域の店舗付共同住宅地の継続地代として概ね標準的な水準である。近隣地域において

は、地代増減額の争いも見受けられないことから、現行賃料は当面維持されるものと推定する。 

(2) 借地権の態様 

対象借地権の態様は、別紙２〔資料等〕「（資料 12）土地賃貸借契約の内容」のとおりであ

り、旧法借地権である。近隣地域及びその周辺類似地域内の堅固建物の店舗付共同住宅におけ

る標準的な借地権とほぼ同じであり、敷地の最有効使用を阻害するような土地賃貸借契約上の

制約もないことから、借地権についての特別な個別的要因は認められない。
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３．建物 

(1) 建物概要 

① 建築年月日 平成 29（2017）年４月 19 日 

② 構造、用途 鉄筋コンクリート造陸屋根５階建、店舗・共同住宅 

③ 床面積 延 575.00 ㎡ 

④ 設計、用途 単身者向けの住宅部分 12 戸と店舗１区画で構成された店舗付賃貸

共同住宅である。 

２～５階：１Ｋ（壁芯面積 31 ㎡）各階３戸 

１階：店舗１区画（壁芯面積 60 ㎡） 

エントランスホール、管理人室等 

⑤ 各住戸の位置等 別紙２〔資料等〕「（資料 10）対象建物内の配置状況及び竣工時の住

宅部分の月額支払賃料」のとおりである。 

(2) 設備概要 

電気設備、給排水設備、衛生設備、空調換気設備、ガス設備、オートロック、エレベーター

１基等 

(3) 仕上げ概要 

① 外壁 吹付けタイル等 

② 屋上 シート防水 

③ 共用部分 内壁：タイル、ビニールクロス等 

天井：不燃クロス等 

床 ：玄昌石張り、硬質塩ビタイル等 

④ 専用部分（住宅） 内壁：ビニールクロス等 

天井：ビニールクロス等 

床 ：フローリング等 

⑤ 専用部分（店舗） 内壁：コンクリート打放し 

天井：スラブ現し天井 

床 ：土間コンクリート 

※賃借人による内装工事前の仕上げである。 

(4) 使用資材の品等 

中位 

(5) 施工の質及び量 

質及び量ともに店舗付共同住宅として標準的である。 

(6) 外構 

植栽、駐輪場（６台） 

(7) 維持管理の状態 

維持管理の状態は良好で、経年相応の減価が認められる。 

(8) 建物と周辺環境との適合の状態 

対象建物は、周辺環境と適合している。 

(9) その他（特記すべき事項） 

経年相応の劣化が認められるが、特に著しい物理的減価、機能的及び経済的減価は認められ
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ない。 

４．建物及びその敷地 

(1) 建物とその敷地との適応の状態 

対象建物は敷地と適応している。 

(2) 修繕計画・管理計画の良否とその実施の状態 

① 大規模修繕に係る修繕計画 あり 

② 管理委託先 〇〇不動産管理株式会社 

③ 管理実施の状況 管理委託先により適切に実施されている 

(3) 賃貸経営管理の良否 

① 賃貸人の状況及び賃貸借の契約内容 

住宅部分は個人契約のほか、社宅利用による法人契約が含まれ、入居者は分散している。

また、別紙２〔資料等〕「（資料 13）建物賃貸借契約書（各住戸共通）」を用いて普通建物賃

貸借契約を締結しており、契約内容は標準的である。店舗部分の契約内容は別紙２〔資料

等〕「（資料 14）建物賃貸借契約の概要（店舗）」のとおりである。テナントは大手理容室で

直営店を経営している。 

以上のことから、契約条件によるリスクは認められない。 

② 貸室の稼働状況 

直近３年間の平均的な稼働率は、住宅部分が 92％、店舗部分が 100％で推移している。 

５．対象不動産の市場分析 

(1) 対象不動産に係る典型的な需要者層 

典型的な需要者は、売買市場においては賃貸事業を運営する不動産会社等や収益物件として

賃料収入の獲得を目論む法人や個人投資家が中心である。主たる市場参加者は、主に収益性を

重視する傾向にある。 

また、建物賃貸借市場においては、都心部に通勤する単身者やＤＩＮＫｓ等の少人数世帯が

中心であり、賃借に際し、最寄り駅への接近性や生活利便性を重視する傾向にある。 

(2) 代替・競争関係にある不動産との比較における優劣及び競争力の程度 

近隣地域は、市内における中心商業エリア「Ｘ駅」への接近性に優れており、周辺にスーパ

ーマーケット、ドラッグストア、飲食店等があり、生活利便性も良好である。また、建物の施

工の質、設備・仕様、共用施設の状況等は、近時における店舗付共同住宅としては標準的で、

維持管理状態も良好であり、敷地と適応し、周辺環境とも適合している。対象不動産は借地権

付建物であり、建物の増改築や借地権譲渡に際し、賃貸人の承諾を必要とする等の制約はある

が、建物の存続期間について契約期間の更新が可能であり、借地権設定者は旧来からの大地主

で、安定的な賃貸人であることなどを考慮すると、将来的に一時金が発生するものの、同規模

の建物の再建築の蓋然性も認められるため、代替・競争関係にある不動産との比較において、

相応の競争力を有している。 

６．最有効使用の判定 

建物及びその敷地としての最有効使用は、対象建物は敷地と適応し、周辺環境とも適合してお

り、また、契約残存期間及び建物の経済的残存耐用年数を勘案すると、現況どおり中層店舗付共

同住宅として継続利用することと判定した。 
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（資料１）対象不動産、地価公示法による標準地、取引事例、建物賃貸事例等の位置図 

 

（注）この位置図は、対象不動産、地価公示法による標準地、取引事例等のおおよその位置及び接道

状況を示したものであり、実際の距離、規模等を正確に示したものではない。 
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（資料２）近隣地域・類似地域の概要 

地
域 

位置 

(距離は駅から

中心までの道

路距離) 

道路の 

状況 
周辺の土地の利用状況 

都市計画法等の 

規制で主要なもの 

供給処理 

施設 

標準的 

画地の 

規模 

標準的使用 

地域要因に 

係る評点 

（注） 

近
隣
地
域 

Ｘ駅北東方 

約 400ｍ 

幅員６ｍ 

舗装市道 

中層店舗付共同住宅を中

心に低層店舗・低層共同

住宅等が介在する地域 

近隣商業地域 

建蔽率 80％ 

容積率 300％ 

準防火地域 

上水道 

下水道 

都市ガス 

170 ㎡ 
中層 

店舗付共同住宅地 
 

ａ
地
域 

Ｘ駅北西方 

約 470ｍ 

幅員９ｍ 

舗装市道 

中層店舗付共同住宅・中

層店舗が建ち並ぶ地域 

近隣商業地域 

建蔽率 80％ 

容積率 300％ 

準防火地域 

上水道 

下水道 

都市ガス 

200 ㎡ 
中層 

店舗付共同住宅地 
105 

ｂ
地
域 

Ｘ駅北西方 

約 370ｍ 

幅員８ｍ 

舗装市道 

中層店舗付共同住宅・中

層店舗が建ち並ぶ地域 

近隣商業地域 

建蔽率 80％ 

容積率 300％ 

準防火地域 

上水道 

下水道 

都市ガス 

200 ㎡ 
中層 

店舗付共同住宅地 
108 

ｃ
地
域 

Ｘ駅北西方 

約 530ｍ 

幅員６ｍ 

舗装市道 

中層店舗付共同住宅を中

心に低層店舗等が介在す

る地域 

近隣商業地域 

建蔽率 80％ 

容積率 300％ 

準防火地域 

上水道 

下水道 

都市ガス 

180 ㎡ 
中層 

店舗付共同住宅地 
98 

ｄ
地
域 

Ｘ駅北西方 

約 330ｍ 

幅員 15ｍ 

舗装市道 

高層事務所・高層店舗付

事務所が建ち並ぶ地域 

商業地域 

建蔽率 80％ 

容積率 500％ 

防火地域 

上水道 

下水道 

都市ガス 

400 ㎡ 
高層 

店舗付事務所地 
125 

ｅ
地
域 

Ｘ駅北東方 

約 530ｍ 

幅員８ｍ 

舗装市道 

低層共同住宅と戸建住宅

が混在する地域 

第１種住居地域 

建蔽率 60％ 

容積率 200％ 

準防火地域 

上水道 

下水道 

都市ガス 

150 ㎡ 
低層 

共同住宅地 
90 

ｆ
地
域 

Ｘ駅北東方 

約 530ｍ 

幅員８ｍ 

舗装市道 

中層店舗付共同住宅を中

心に低層共同住宅が介在

する地域 

近隣商業地域 

建蔽率 80％ 

容積率 300％ 

準防火地域 

上水道 

下水道 

都市ガス 

200 ㎡ 
中層 

店舗付共同住宅地 
96 

ｇ
地
域 

Ｘ駅北東方 

約 340ｍ 

幅員 15ｍ 

舗装市道 

高層店舗付共同住宅を中

心にホテルが介在する地

域 

商業地域 

建蔽率 80％ 

容積率 500％ 

防火地域 

上水道 

下水道 

都市ガス 

500 ㎡ 
高層 

店舗付共同住宅地 
120 

（注）「地域要因に係る評点」は、近隣地域の評点を 100 とし、近隣地域と比較してそれぞれの地域に評点を付したものである。 
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（資料３）標準地・取引事例の概要 

事例 

区分 

所
在
す
る
地
域 

類
型 

取引時点等 

(価格時点の

地価指数) 

（注１） 

公示価格 

取引価格 
数量等 

取引時点

等におけ

る敷地の

利用状況 

道路及び

供給処理

施設の 

状況 

駅から

の道路

距離 

個別的 

要因 

(注２) 

備考 

標準地 

５－１ 

ａ
地
域 

更
地
と
し
て 

令和８ 

(2026). 

1.1 

（103.3） 

387,000 

円/㎡ 

土地 

面積 

200 ㎡ 

鉄骨造 

地上４階建 

店舗付共同

住宅 

東側幅員 

９ｍ 

舗装市道 

上水道 

下水道 

都市ガス 

Ｘ駅 

北西方 

約 470ｍ 

標準的 

±０％ 

地価公示法第３条の

規定により選定され

た標準地であり、利用

の現況は当該標準地

の存する地域におけ

る標準的使用と概ね

一致する｡更地として

の価格が公示されて

いる｡ 

取引 

事例 

（イ） 

ｅ
地
域 

底
地 

令和８ 

(2026). 

4.6 

（101.3） 

57,900,000 

円 

土地 

面積 

160 ㎡ 

建物延

床面積 

160 ㎡ 

木造 

地上２階建 

共同住宅 

南側幅員 

８ｍ 

舗装市道 

上水道 

下水道 

都市ガス 

Ｘ駅 

北東方 

約 530ｍ 

標準的 

±０％ 

地上建物は売主名義

の木造アパートであ

る。築年不詳であり、

現状は廃墟となって

いる。権利関係の詳細

は不明。 

取引 

事例 

（ロ） 

ｂ
地
域 

貸
家
及
び
そ
の
敷
地 

令和８ 

(2026). 

3.13 

（102.7） 

266,000,000 

円 

土地 

面積 

190 ㎡ 

建物延

床面積 

570 ㎡ 

鉄骨造 

地上５階建 

店舗付共同

住宅 

南側幅員 

８ｍ 

舗装市道 

西側幅員 

８ｍ 

舗装市道 

上水道 

下水道 

都市ガス 

Ｘ駅 

北西方 

約 370ｍ 

角地 

＋５％ 

地元の不動産会社が

保有していた収益物

件を個人投資家が購

入した事例である。取

引時、満室稼働の物件

であり、借家人居付に

よる増減価はなく、取

引に特別な事情はな

い。なお、建物は鑑定

評価による建物価格

である 186,000,000

円で取引されたこと

が判明している。 

取引 

事例 

（ハ） 

ｄ
地
域 

自
用
の
建
物
及
び
そ
の
敷
地 

令和８ 

(2026). 

1.30 

（104.7） 

342,000,000 

円 

土地 

面積 

420 ㎡ 

建物延

床面積 

2,100 ㎡ 

鉄筋コンク

リート造 

地上９階建 

事務所ビル 

北側幅員 

15ｍ 

舗装市道 

上水道 

下水道 

都市ガス 

Ｘ駅 

北西方 

約 330ｍ 

不整形

地 

－５％ 

老朽化した事務所ビ

ルが存する。取壊し費

用（地域の標準的な水

準である建物延床面

積当たり、29,000 円/

㎡）は買主負担であっ

たことが判明してい

る。取引に当たりその

他の特別な事情はな

い。 

取引 

事例 

（ニ） 

ｃ
地
域 

自
用
の
建
物
及
び
そ
の
敷
地 

令和８ 

(2026). 

6.1 

（100.8） 

65,000,000 

円 

土地 

面積 

175 ㎡ 

建物延

床面積 

190 ㎡ 

木造 

地上２階建 

店舗併用住

宅 

東側幅員 

６ｍ 

舗装市道 

上水道 

下水道 

都市ガス 

Ｘ駅 

北西方 

約 530ｍ 

標準的 

±０％ 

老朽化した店舗併用

住宅が存する。取壊し

費用（地域の標準的な

水準である建物延床

面積当たり、21,000

円/㎡）は売主負担で

あったことが判明し

ている。取引に当たり

その他の特別な事情

はない。 
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事例 

区分 

所
在
す
る
地
域 

類
型 

取引時点等 

（価格時点の

地価指数） 

（注１） 

公示価格 

取引価格 
数量等 

取引時点

等におけ

る敷地の

利用状況 

道路及び 

供給処理 

施設の 

状況 

駅から

の道路

距離 

個別的 

要因 

(注２) 

備考 

取引 

事例 

（ホ） 

ｆ
地
域 

更
地 

令和８ 

(2026). 

2.25 

（102.5） 

68,000,000 

円 

土地 

面積 

195 ㎡ 

未利用地 

東側幅員 

８ｍ 

舗装市道 

西側幅員 

３ｍ 

舗装私道 

上水道 

下水道 

都市ガス 

Ｘ駅 

北東方 

約 530ｍ 

二方路

地 

＋１％ 

セット

バック

を必要

とする 

－３％ 

第三者間の取引であ

り、取引に当たり特別

な事情はない。西側は

約６㎡のセットバッ

クが必要である。 

（注１）「価格時点の地価指数」は、標準地に係る価格時点及び各取引事例に係る取引時点の土地価格単価を指数 100 とした場合の、本件価

格時点の土地価格単価を指数で示したものである。 

（注２）「個別的要因」は、標準地及び各取引事例の存する地域において標準的と認められる画地の価値を100％とした場合の、標準地及び各

取引事例に係る画地の増減価要因の数値である。 
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（資料４）建物賃貸事例の概要等 

１．建物賃貸事例の概要 

事例 

区分 

所
在
す
る
地
域 

種
類 

賃貸時点 

（価格時点の

賃料指数） 

（注１） 

月額支払賃料 

一時金等 

（注２） 

事例の概要 備考 

（あ） 
ｇ
地
域 

新
規
賃
料 

令和８ 

(2026). 

1.20 

（101.2） 

・月額支払賃料： 

185,000 円 

・月額共益費： 

12,000 円 

・敷金：２か月分 

・礼金：１か月分 

・鉄筋コンクリート造地上９階建の 

７階部分 

・令和５（2023）年３月竣工 

・用途：共同住宅 

・間取り：２ＬＤＫ 

・開口部：東・北（角部屋） 

・賃貸面積：60 ㎡（壁芯） 

契約形態は、期間３年の定期建

物賃貸借契約である。分譲マン

ション所有者（一般個人）の転

勤により、居住目的の賃貸借契

約で一般個人に賃貸したもの

である。賃貸借に当たり、特別

な事情はない。 

（い） 
ｃ
地
域 

新
規
賃
料 

令和８ 

(2026). 

3.7 

（100.8） 

・月額支払賃料： 

88,200 円 

・月額共益費： 

5,500 円 

・敷金：１か月分 

・礼金：なし 

・鉄筋コンクリート造地上５階建の 

２階部分 

・平成 30（2018）年９月竣工 

・用途：共同住宅 

・間取り：１Ｋ 

・開口部：南（中間住戸） 

・賃貸面積：29 ㎡（壁芯） 

契約形態は、期間２年（更新可）

の普通建物賃貸借契約である。

賃借人は一般個人であり、居住

目的の建物賃貸借契約である。

賃貸借に当たり、特別な事情は

ない。 

（う） 

近
隣
地
域 

新
規
賃
料 

令和７ 

(2025). 

10.14 

（101.5） 

・月額支払賃料： 

64,300 円 

・月額共益費： 

3,000 円 

・敷金：１か月分 

・礼金：なし 

・木造２階建の２階部分 

・平成 19（2007）年５月竣工 

・用途：共同住宅 

・間取り：１Ｋ 

・開口部：南（中間住戸） 

・賃貸面積：20 ㎡（壁芯） 

契約形態は、期間２年（更新可）

の普通建物賃貸借契約である。

賃借人は一般個人であり、居住

目的の建物賃貸借契約である。

賃貸借に当たり、特別な事情は

ない。 

（え） 
ｂ
地
域 

新
規
賃
料 

令和８ 

(2026). 

2.24 

（100.9） 

・月額支払賃料： 

96,200 円 

・月額共益費： 

4,500 円 

・敷金：１か月分 

・礼金：１か月分 

・鉄骨造４階建の４階部分 

・平成 29（2017）年１月竣工 

・用途：共同住宅 

・間取り：１Ｋ 

・開口部：南・西（角部屋） 

・賃貸面積：30 ㎡（壁芯） 

契約形態は、期間２年（更新可）

の普通建物賃貸借契約である。

賃借人は法人であり、従業員が

居住するための建物賃貸借契

約である。賃貸借に当たり、特

別な事情はない。 

（お） 
ａ
地
域 

新
規
賃
料 

令和８ 

(2026). 

4.1 

（100.6） 

・月額支払賃料： 

130,500 円 

・月額共益費： 

5,000 円 

・敷金：１か月分 

・礼金：１か月分 

・鉄筋コンクリート造地上５階建の 

１階部分 

・平成 26（2014）年９月竣工 

・用途：共同住宅 

・間取り：１ＬＤＫ 

・開口部：西（中間住戸） 

・賃貸面積：40 ㎡（壁芯） 

契約形態は、期間２年（更新可）

の普通建物賃貸借契約である。

賃料には敷地内駐車場１台分

の使用料が含まれている。賃借

人は一般個人であり、居住目的

の建物賃貸借契約である。賃貸

借に当たり、特別な事情はな

い。 

（注１）「価格時点の賃料指数」は、各建物賃貸事例に係る賃貸時点の賃料単価を指数 100 とした場合の、本件価格時点の賃料単価を指

数で示したものである。 

（注２）いずれの事例も、共益費には、実質的に賃料に相当する部分は含まれていないことが判明している。 

（注３）いずれの事例も、各事例に係る建物賃貸借契約書の内容に基づく通常の使用が直ちに可能な状態であったことが判明している。 
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２．建物賃貸事例の価格形成要因の比較 

事例等 
補正項目 

対象建物 
(標準住戸) 

事例 
（あ） 

事例 
（い） 

事例 
（う） 

事例 
（え） 

事例 
（お） 

一棟の建物品等格差修正（建）（注１） 100 110 100 88 95 97 

地域要因に係る評点（地）（注２） 100 120 98 100 108 105 

階層による格差に係る評点（階）（注３） 100 103 98 98 100 95 

位置による格差に係る評点（位）（注４） 100 100 100 100 101 98 

個別的要因に係る評点（個）又は（標）（注５） 100 105 100 100 100 100 

（注１）「一棟の建物品等格差修正（建）」は、対象建物の一棟の建物としての品等に係る評点を 100 とし、建物賃貸事例が存する一棟

の建物の品等の評点を付したものである。 

（注２）「地域要因に係る評点（地）」は、近隣地域の評点を 100 とし、建物賃貸事例が存する地域と比較してそれぞれの評点を付した

ものである（不動産取引における土地の地域要因に係る評点とは必ずしも一致しない）。 

（注３）「階層による格差に係る評点（階）」は、対象建物（標準住戸）及び建物賃貸事例ともに基準階を３階とし、当該基準階の住戸

の評点を 100 とした場合の各階の効用を示す評点である。 

（注４）「位置による格差に係る評点（位）」は、対象建物（標準住戸）及び建物賃貸事例の標準的な位置の住戸を開口部が南向きで中

間に位置する住戸とし、当該住戸の評点を 100 とした場合の同一階における各住戸の効用を示す評点である。 

（注５）「個別的要因に係る評点（個）又は（標）」は、対象建物（標準住戸）及び建物賃貸事例について、標準的な住戸の評点を 100 と

して、階層・位置を除く各住戸の個別的要因（間取り、室内仕様等）について比較した評点を示している。 

 

（資料５）建築工事費 

対象建物は、平成 29（2017）年４月 19 日に竣工し、竣工時における建築工事費の内訳及び総額

は以下のとおりである（すべて税抜、工事請負契約書による）。当該工事費は、竣工時点における標

準的な工事費であり、その他特別な事情はない。 

なお、建築工事費は竣工時と比較し、令和８（2026）年８月時点で 41.9％上昇している。 

 

① 躯体部分の工事費 54,400,000 円 

② 仕上げ部分の工事費 48,000,000 円 

③ 設備部分の工事費 33,600,000 円 

④ その他の工事費 24,000,000 円 

建築工事費の総額 
（①＋②＋③＋④） 

160,000,000 円 
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（資料６）建設事例の概要 

事例 

区分 

所
在
す
る
地
域 

建築時点 

(価格時点の

建築費指数) 

（注１） 

建築工事費 

（注３） 
数量等 

建物構造 

及び用途 

建物竣工時

点での経済

的残存耐用

年数 

施工の質・設備概要等 
評点 

(注２) 

（ⅰ） 

近
隣
地
域 

令和７ 

(2025). 

11.1 

（103.8） 

253,000,000 円 

建築面積 

140 ㎡ 

延床面積 

610 ㎡ 

鉄筋コンク

リート造 

地上５階建 

店舗付共同

住宅 

躯体部分 

50 年 

仕上げ部分 

30 年 

設備部分 

15 年 

施工の質：標準的 

設備：電気設備、給排

水設備、衛生設備、空

調換気設備、ガス設

備、オートロック、エ

レベーター１基 

住宅部分は１Ｋ（平均

専有面積約 29 ㎡）タイ

プ 

店舗部分の専有面積 50

㎡ 

110 

（注１）「価格時点の建築費指数」は、建設事例に係る建設時点の建築費を指数 100 とした場合の、価格時点の建築費を指数で示したもの

である。 

（注２）「評点」は、対象建物を 100 とした場合の比較評点（価格時点における建物の面積以外の個別的要因に係る評点）である。なお、

地域要因に係る格差は無い。 

（注３）特別な事情が存在しない標準的な建築工事費である。 
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（資料７）各種利回り等 

１．査定に用いる各種係数（年利率 1.0％） 

 

２．預り金的性格を有する一時金の運用利回り：年 1.0％ 

３．期待利回り：年 4.0％ 

４．賃料差額還元法で適用する還元利回り：4.9％ 

５．収益還元法で適用する還元利回り：5.2％ 

 

（資料８）借地権割合 

資 料 借地権割合 

国税庁の財産評価基準書記載の借地権割合 70％ 

地元不動産業者への取材による地域の慣行的

な借地権割合 

堅固建物所有目的で更地価格の60～70％

程度 

借地権を当該借地権に係る土地所有者以外の

第三者に売却した事例における借地権割合 

住宅所有目的で 60％程度 

上記及び対象地に係る特別な個別的要因がないことを踏まえ、対象地に適用する借地権割合を

65％とすること。 

複利終価率 複利現価率 年金終価率 償還基金率 年金現価率 年賦償還率 
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（資料９）対象不動産に関連する費用等 

１．維持管理費 

清掃、設備及び警備管理費用として、〇〇不動産管理株式会社に毎月36,000円を支払ってい

るため、年額を計上すること。 

２．水道光熱費 

過去の使用料の推移を踏まえて、年額 200,000 円を計上すること。 

３．修繕費 

修繕費は、対象建物の通常の維持管理のための費用と住宅部分の賃貸人負担の原状回復費をそ

れぞれ次の計算式により求めること。 

(1) 対象建物の通常の維持管理のための費用（年額）＝対象建物の再調達原価×0.18％ 

(2) 賃貸人負担の原状回復費（年額） 

＝[4,500 円/㎡×賃貸人負担率 50％×住宅部分の賃貸面積]÷平均賃貸借期間 

４．プロパティマネジメントフィー 

現行の管理運営委託契約に基づき、稼働率を考慮の上、貸室賃料収入、共益費収入の合計額の

2.5％相当額（年額）を計上すること。 

５．テナント募集費用等 

住宅部分の新規入居者募集に際して行われる仲介業務等に要する費用等として、別紙１〔指示

事項〕Ⅶ．問３-(1)の１．貸室賃料収入で求めた貸室賃料収入（月額）に基づき、以下の計算式

により査定すること。 

テナント募集費用等（年額） 

＝住宅部分の貸室賃料収入（月額）×２か月×稼働率÷平均賃貸借期間 

６．公租公課 

対象不動産が所在するＢ市の固定資産税の税率は 1.4％、都市計画税の税率は 0.3％である。 

(1) 土地 

対象不動産に係る土地の課税価格（評価額）は 45,375,000 円である。課税標準額（固定資

産税は当該課税価格の６分の１、都市計画税は当該課税価格の３分の１）を求めて課税標準額

を記載のうえ、当該課税標準額に税率を乗じて税額（年額）を査定すること。 

(2) 建物 

対象不動産に係る建物の課税価格（評価額）を 70,565,000 円として課税標準額を求めて課

税標準額を記載のうえ、当該課税標準額に税率を乗じて税額（年額）を査定すること。 

７．損害保険料 

対象建物の再調達原価に 0.1％を乗じた額（年額）とすること。 

８．その他費用 

インターネット使用料を毎月15,000 円支払っているため、年額を計上すること。 
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（資料 10）対象建物内の配置状況及び竣工時の住宅部分の月額支払賃料 

（１段目：部屋番号、２段目：賃貸面積、３段目：開口部の方位、４段目：月額支払賃料） 
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（資料 12）土地賃貸借契約の内容 

依頼者Ｑが提示した土地賃貸借契約書・覚書やＱの説明による土地賃貸借契約の内容は次のとお

りである。 

１．契約の目的 

店舗・共同住宅用の堅固建物の所有を目的とする土地賃貸借 

２．契約当事者 

借地権設定者：宗教法人Ｒ寺 

借地権者：Ｑ 

３．契約数量 

165.00 ㎡ 

４．契約の経緯 

Ｑからの説明によると、対象不動産が存する近隣地域及びその周辺地域は、Ｒ寺を運営する宗

教法人Ｒ寺の所有地が多く、旧来から宗教法人Ｒ寺から土地を借りて、店舗や住宅を建設して利

用する個人や個人事業主が多いとのことである。対象地は、昭和５年頃、Ｑの曽祖父が宗教法人

Ｒ寺と土地賃貸借契約を締結し、洋品店を営むため、店舗併用住宅（木造２階建）を建築したと

のことである。その後、数度の相続と建替えが行われてきた。なお、原契約の締結日や地代、一

時金については書面がないため、内容は不明である。 

昭和 56 年にＱの父Ｐが相続により借地権付建物を引き継いだ。更新料は 20 年経過毎に支払っ

ていたとのことである。平成 29年にＰは、木造建物が老朽化してきたため、宗教法人Ｒ寺に建替

え承諾料を支払って、現在の建物を建築した。なお、建替え承諾料の金額は 450 万円であり、宗

教法人Ｒ寺が国税庁の路線価を 0.8 で割り戻した額をもとに算出した価格を更地価格とし、当該

価格の 10％に相当する額であったとのことである。建物竣工時期にあわせて、契約期間及び地代

の改定のため、土地賃貸借契約変更契約書を取り交わし、契約を更新した。令和６年11月、Ｐが死

亡したため、Ｑが対象不動産を相続により取得した。この時に、宗教法人Ｒ寺から地代改定の要

望があり、現在の地代に変更となり、その旨を記載した覚書を交わしたとのことである。 

５．契約期間 

平成 29（2017）年４月１日から 30 年間 

６．地代 

月額 56,700 円、当月分を当月末までに支払う。 

７．一時金の有無とその内容 

ない 

８．特約・その他 

・更新後の契約期間は 30 年とする。なお、更新に際して、賃借人は賃貸人に対し、更新時の更

地価格の５％に相当する額を支払う必要がある。 

・賃借権の譲渡・転貸、建物増改築を行う場合は借地権設定者の承諾が必要となる。 

・建替え承諾料は既存建築物と同じ構造・用途の場合は更地価格の５％、構造・用途変更の場

合は更地価格の 10％に相当する額を支払う必要がある。
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（資料 13）建物賃貸借契約書（各住戸共通） 

第１条（契約の締結） 

賃貸人Ｑ（注）（以下「甲」という。）及び賃借人〇〇〇（以下「乙」という。）は、甲が所有する

【別表：建物賃貸借の目的物】に記載する建物賃貸借の目的物（以下「本物件」という。）につい

て、以下の条項により建物賃貸借契約（以下「本契約」という。）を締結した。 

第２条（契約期間及び更新） 

１ 契約期間は、〇〇年〇〇月〇〇日から満２年とする。 

２ 甲及び乙は、協議の上、本契約を更新することができる。 

第３条（使用目的） 

乙は、居住のみを目的として本物件を使用しなければならない。 

第４条（賃料） 

１ 本物件の賃料は、月額〇〇,〇〇〇円とする。乙は、当月分の賃料を当月末までに甲に支払わ

なければならない。 

２  甲及び乙は、次の各号の一に該当する場合には、協議の上、賃料を改定することができる。 

一  租税その他の負担の増減により賃料が不相当となった場合 

二  経済事情の変動により賃料が不相当となった場合 

三  近傍同種の建物の賃料に比較して賃料が不相当となった場合 

第５条（共益費） 

乙は、階段、廊下等の共用部分の維持管理に必要な光熱費、上下水道使用料、清掃費等に充てる

ため、別途定める共益費を甲に支払うものとする。 

第６条（敷金） 

１  乙は、本契約から生じる債務の担保として、第４条に規定する賃料の１か月分に相当する敷金

を甲に交付するものとする。 

２  甲は、乙が本契約から生じる債務を履行しないときは、敷金をその債務の弁済に充てることが

できる。この場合において、乙は、本物件を明け渡すまでの間、敷金をもって当該債務の弁済

に充てることを請求することができない。 

３  甲は、本物件の明渡しがあったときは、遅滞なく、敷金の全額を乙に返還しなければならない。

ただし、本物件の明渡し時に、本契約から生じる乙の債務の不履行が存在する場合には、甲は、

当該債務の額を敷金から差し引いた額を返還するものとする。 

第７条（礼金） 

１  乙は、本契約締結と同時に、第４条に規定する賃料の１か月分に相当する礼金を甲に差し入れ

るものとする。 

２  前項の礼金は、返還しないものとする。 

第８条（禁止又は制限される行為） 

１ 乙は、甲の書面による承諾を得ることなく、本物件の全部又は一部につき、賃借権を譲渡し、

又は転貸してはならない。 

２  乙は、甲の書面による承諾を得ることなく、本物件の増築、改築、移転、改造若しくは模様替

又は本物件の敷地内における工作物の設置を行ってはならない。 

第９条（契約期間中の修繕） 

１  甲は、乙が本物件を使用するために必要な修繕を行わなければならない。この場合の修繕に要
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する費用については、乙の責めに帰すべき事由により必要となったものは乙が負担し、その他

のものは甲が負担するものとする。 

２  前項の規定に基づき甲が修繕を行う場合は、甲は、あらかじめ、その旨を乙に通知しなければ

ならない。この場合において、乙は、正当な理由がある場合を除き、当該修繕の実施を拒否す

ることができない。 

第 10条（契約の解除） 

甲は、乙が次に掲げる義務に違反した場合において、甲が相当の期間を定めて当該義務の履行

を催告したにもかかわらず、その期間内に当該義務が履行されないときは、本契約を解除するこ

とができる。 

一  第４条第１項に規定する賃料支払義務 

二  前条第１項後段に規定する乙の費用負担義務 

三  第３条に規定する本物件の使用目的遵守義務 

四  その他本契約書に規定する乙の義務 

第 11 条（乙からの解約） 

１ 乙は、甲に対して少なくとも30日前に解約の申入れを行うことにより、本契約を解約するこ

とができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、乙は、解約申入れの日から30日分の賃料（本契約の解約後の賃料

相当額を含む。）を甲に支払うことにより、解約申入れの日から起算して30日を経過する日ま

での間、随時に本契約を解約することができる。 

第 12 条（明渡し） 

１ 乙は、本契約が終了する日までに（第10条の規定に基づき本契約が解除された場合にあって

は、直ちに）、本物件を明け渡さなければならない。 

２ 乙は、前項の明渡しをするときには、明渡し日を事前に甲に通知しなければならない。 

第 13 条（明渡し時の原状回復） 

乙は、通常の使用に伴い生じた本物件の損耗及び本物件の経年変化を除き、本物件を原状回復

しなければならない。ただし、乙の責めに帰することができない事由により生じたものについて

は、原状回復を要しない。 

第 14 条（協議） 

甲及び乙は、本契約書に定めがない事項及び本契約書の条項の解釈について疑義が生じた場合

は、民法その他の法令及び慣行に従い、誠意をもって協議し、解決するものとする。 

第 15 条（特約条項） 

乙は、本物件の使用に当たり、次に掲げる行為を行ってはならない。 

一  大型の金庫その他の重量の大きな物品等を搬入し、又は備え付けること。 

二  大音量でテレビ、ステレオ等の操作、ピアノ等の演奏を行うこと。 

三 本物件内において、犬、猫、その他近隣に迷惑を及ぼすおそれのある動物の飼育（一時的な

預かりを含む）をすること。また、動物を本物件内に持ち込むこと。 

四 本物件に反社会的勢力を居住させ、又は反復継続して反社会的勢力を出入りさせること。 

 

（注）Ｑが相続する前はＰが賃貸人
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【別表：建物賃貸借の目的物】 

■建物の名称等 

名称 αコート 

所在地 Ａ県Ｂ市Ｃ町１番地２ 

種類、構造 店舗・共同住宅、鉄筋コンクリート造５階建 

■住戸部分 

所在階、住戸番号 〇階、〇〇〇号室 

間取り、面積 １Ｋ、31 ㎡（壁芯面積） 

設備等 トイレ（専用水洗）、浴室（専用・トイレと独立）、洗面台（浴室と独立）、

洗濯機置場、給湯設備、空調換気設備、ガスコンロ、オートロック、地

デジ対応・ＣＡＴＶ対応、インターネット対応、メールボックス、都市

ガス、上水道（配水管直結）、下水道（公共下水道）、エレベーター 

 

（資料 14）建物賃貸借契約の概要（店舗） 

店舗部分に係る建物賃貸借契約の主な内容は以下のとおりである。 

１．契約の目的 

理容サービスの店舗及び当該店舗運営のための事務所として使用することを目的とする借地

借家法第 38 条に規定する定期建物賃貸借契約 

２．賃貸人 

Ｑ（被相続人Ｐの賃貸人の地位を相続により承継） 

３．賃借人 

Ｓ株式会社 

４．契約数量 

60 ㎡ 

５．契約期間 

令和３（2021）年５月１日～令和 13（2031）年４月 30 日までの 10 年間 

６．月額支払賃料及び共益費 

月額支払賃料 254,000 円、月額共益費 10,000 円 

なお、法令の改正又は賃貸借開始日後の施設の改造等を原因として公租公課その他の負担の

増徴があった場合には、賃料の増額を行うこととし、その金額については協議を行う。 

７．敷金 

月額支払賃料 10 か月分 

預り金的性格を有する一時金で、無利息で預かり、賃貸借契約終了後賃借人が本建物を明け

渡したときは、速やかに賃借人の賃貸人に対する本契約上の一切の債務を控除した上で、賃借

人に一括して返還するものとする。 

８．礼金 

なし 
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９．特約 

(1) 建物等の工事区分・資産区分 

（工事区分） 

Ａ工事：建築基準法及びその他関係法令等に建物が適合するために最小限必要な、賃貸人

の責任と費用負担により行う工事 

Ｂ工事：Ａ工事と密接に関連し、賃借人が自己の責任と費用負担により行う工事 

Ｃ工事：Ｂ工事以外の工事で賃借人が自己の責任と費用負担により行う持込工事 

（資産区分） 

Ａ工事：賃貸人の資産とする。 

Ｂ工事：賃借人の資産とする。 

Ｃ工事：賃借人の費用負担で行った資産は賃借人の資産とする。 

 

(2) 修繕・保守管理等 

① 賃貸借期間の中途で、Ａ工事による資産に関して、天災地変その他の事由による損傷等

の修繕又は大規模修繕等が必要となった場合は、原則として賃貸人がその費用を負担する

が、その実施に伴い賃借人の持込資産の修繕を要するときは、賃借人がその費用を負担し、

部分的な補修、一部部品の交換、オーバーホール等の恒常的に実施する修繕工事は、賃借

人がその費用を負担する。 

② 賃借人は、賃借部分の維持管理に必要な一切の業務を、自己の責任及び費用負担におい

て行う。 

③ 賃借人は、賃借部分の保全のため、日常のメンテナンス、これに関連した小修繕並びに

法定点検及び定期点検を自己の責任及び費用負担において行う。 

④ 賃借人は、自己の責任及び費用負担により建物に営業上必要な設備・造作の設置、改修、

修繕、模様替等又は袖看板等の宣伝設備を設置し、若しくはこれを変更することができる。

ただし、当該設置又はその変更が、賃貸人の資産に影響を及ぼす場合は、あらかじめ賃貸

人と協議の上、賃貸人の承諾を得なければならない。 

 

 

 

(以下余白) 
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